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なお、受注者は、返還が完了するまで材料の損失に対する責任を免れることはできない

ものとする。 

7. 修理等 

受注者は、支給材料及び貸与品の修理等を行う場合、事前に監督員の承諾を得なければ

ならない。 

8. 流用の禁止 

受注者は、支給材料及び貸与品を他の工事に流用してはならない。 

9. 所有権 

支給材料及び貸与品の所有権は、受注者が管理する場合でも発注者に属するものとする。 

1-1-1-17 工事現場発生品 

1. 一般事項 

受注者は、設計図書に定められた現場発生品について、設計図書または監督員の指示す

る場所で監督員に引き渡すとともに、あわせて現場発生品調書を作成し、監督員を通じて

発注者に提出しなければならない。 

2. 設計図書以外の現場発生品の処置 

受注者は、第1項以外のものが発生した場合、監督員に連絡し、監督員が引き渡しを指

示したものについては、監督員の指示する場所で監督員に引き渡すとともに、あわせて現

場発生品調書を作成し、監督員を通じて発注者に提出しなければならない。 

1-1-1-18 建設副産物 

1. 一般事項 

受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、設計図

書によるものとするが、設計図書に明示がない場合には、本体工事または設計図書に指定

された仮設工事にあっては、監督員と協議するものとし、設計図書に明示がない任意の仮

設工事にあたっては、監督員の承諾を得なければならない。 

2. マニフェスト 

受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニフェ

スト）または電子マニフェストにより、適正に処理されていることを確かめるとともに産

業廃棄物管理票による場合は D 票、E 票を監督員に提示しなければならない。ただし、E

票については、提示が工事完成後となってもやむを得ない｡ 

3. 法令遵守 

受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通達、平成 14 年 5 月 30

日）、再生資源の利用の促進について（建設大臣官房技術審議官通達､平成 3 年 10 月 25

日）（航空局飛行場部建設課長通達､平成4年1月24日）、建設汚泥の再生利用に関する

ガイドライン（県土整備部県土企画局技術管理室長通知､平成18年10月 16日）を遵守し

て、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図らなければならない。 

4. 再生資源利用計画 

受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物を工事現場に搬入する場合には、

再生資源利用計画を所定の様式に基づき作成し、施工計画書に含め監督員に提出しなけ

ればならない。 

5. 再生資源利用促進計画 
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